
※猶予金額が100万円以下の場合記載不要

土地（七尾市○○町〇丁目○○番地　宅地　３００㎡）

一時に納付す
ることができな
い事情の詳細

猶予該当事実
の詳細 ＿

１０００万円が猶予該当事実があったことによる支出となっている。

担　保

☑　有
担保財産の詳細又は提
供できない特別の事情

□　無

猶予期間 令和7年1月7日 から 令和7年11月30日 11月間

※猶予期間の開始日は、①の申請年月日（ただし、納付すべき市税の納期限以前にこの申請書を提出する場合は、納付すべき市税の納期限の翌日）

納付計画

納付開始月 毎月の納付日 納付方法 毎月の納付額

7年1月 末日 納付書 425,000円

・ ・

※「毎月の納付額」は毎月の基本的な納付額とし、月により納付金額の変動がある場合は、別添の「財産収支状況書」（又は「収支の明細」）の納付計画に基づくも
のとする。

②イ～ホの合計

円

③現在納付可能資金額

円

④徴収猶予を受けよう
とする金額（②-③）

円

5,170,000 500,000 4,670,000

※③欄は、「財産収支状況書」の(Ａ)又は「財産目録」の(Ｄ)から転記

　令令和６年１月１日発生　「令和６年能登半島地震」により、同日から営業ができず、同年６年１１月まで営業ができなかった。

　社屋、工場及び倉庫の補修費用に５０００万円の支払いをし、損害保険から４０００万円を受領しているため、差引金額である

まで

合　　　計

イ 円 ロ 円 ハ 円 ニ 円 ホ 円

5,170,000 0 0 0 0

・ ・

・ ・

・ ・

1,292,0006 固定資産税 4 7 ・ 3 ・ 31

6 固定資産税 3 7 ・ 2 ・ 28

1,292,000

1,292,000

2 7 ・ 1 ・ 31

納
付
す
べ
き
市
税

年度 税　目 期 納期限 本　　税
督　促
手数料

加算金額 延滞金額

6 固定資産税

滞納処分費 備考

6 固定資産税 1 7 ・ 1 ・ 6
円 円 円 法律による金額　　円 法律による金額　　円

1,294,000

徴　収　猶　予　申　請　書

七尾市長

　地方税法第15条の2第1項の規定により、以下のとおり猶予を申請します。

申
請
者

住　 所
所在地

〒×××-××××
○○市△町×丁目×番地

①

令和○年△月×日申請年月日

電話番号○○○○-○○-○○○○ 携帯電話○○○-○○○○-○○○○

氏　 名
名 　称

○○株式会社
代表取締役　七尾　太郎

添付する書類欄

100万円以下の場合 100万円超の場合

☑　財産収支状況書
 □　収支の明細書  □　財産目録
 □　担保関係書類

整理番号

１

２

収受印

４

３

５

６

７

【記載例】

猶予額100万円超の場合

８



「猶予期間」欄

　この欄には、「猶予期間の開始日」（＊）から「納付計画の最終日」及びその期間を記載します。

＊ 「猶予期間の開始日」とは、通常は申請書を提出する日ですが、次に掲げる場合にはそれぞれの日となります。

・ 申請書を提出する日が猶予を受けようとする国税の法定納期限以前である場合には、法定納期限の翌日が「猶予期
間の開始日」となります。
・ 災害等のやむを得ない理由により、申請書を提出できなかった場合は、申請書を提出した日にかかわらず、猶予該
当事実が生じた日を「猶予期間の開始日」とすることができます。

「納付計画」欄

③　担保を提供することができない特別の事情（「担保の種類」に該当するものがないなど）がある場合
【担保の種類】

なります。

　申請書を提出する日を記入します。（郵送で提出する場合は、投函する年月日）

　申請をするときに、未納となっている市税を市税をすべて記載します。
　延滞金については、本税の金額を納付していないときは、「要」と記載します。
　「備考」欄には、猶予を受けようとするものに○印を付けます。

　なお、災害等により納付困難となった場合の徴収猶予を受けようとする場合は、猶予該当事実があったことにより納税

　「納付すべき市税」の合計欄から「財産目録」の「４　現在納付可能資金額」欄の「③現在納付可能資金額（①－②）

≪例≫

者が支出し、又は損失を受けた金額と納付を困難とする金額のいずれか低い方の金額が、猶予を認められる限度額と

（Ｄ）」を差し引いた金額を記載します。

※支出又は損失に対応して受領した保険金、補償金、賠償金等がある場合には、その受領した金額を、支出した又は

　ただし、次の①から③までのいずれかに該当する場合には、担保を提供する必要はありません。
①　猶予を受ける金額（未確定の延滞金を含みます。）が１００万円以下である場合

「①申請年月日」欄

「納付すべき市税」欄

「④徴収猶予を受けようとする金額」欄

②　猶予を受ける期間が３か月以内である場合

「郵便払込票」・・・郵便局窓口・郵便局ATM
「口座振替」・・・・・事前に口座振替依頼書の提出が必要　※七尾市指定・収納代理金融機関のみ

　なお、「毎月の納付額」欄は、月により納付金額の変動がある場合でも、毎月の基本的な納付額を記載してください。
実際の納付については、「財産収支状況書」（又は「収支の明細」）の納付計画に基づき納付してください。

　　　　3,000,000円（②）　　　　　　　　　　　　　　　＞　　　　　　　1,540,000円（①）　　　　　⇒　　　　　　200,000円
（猶予該当事実があったことによる支出又は損失）　　　　　（納付を困難とする金額）　　 　　（この欄に記載する金額）
※上記のように、「納付を困難とする金額」が「猶予該当事実があったことによる支出又は損失」の金額を下回る場合は、
「納付を困難とする金額」の金額を納税の猶予を受けようとする金額としてこの欄に記載します。

　災害等により納付困難となった場合の徴収猶予を申請する場合には、猶予該当事実の詳細を記載します。

　猶予事実があったことにより、納税者が資金の支出をし、又は損失を受け、その支出又は損失があることが一時に納
付することができないことの原因になっている事情の詳細を具体的に記載します。

６　市長が確実と認める保証人の保証

損失を受けた金額から差し引きます。

　　　　2,040,000円　　　　　　－　　　　　　500,000円　　　　　＝　　　　1,540,000円（①）
（納付すべき市税の合計額）　　　（現在納付可能資金額）　　　　（納付を困難とする金額）

　　　　　10,000,000円　　　　－　　　　　7,000,000円　　　　　＝　　　　3,000,000円（②）

「猶予該当事実の詳細」欄

「一時に納付することができない事情の詳細」欄

「担保」欄
　猶予を受けようとする場合には、原則として担保を提供することが必要です。

    観光施設財団

　提供することができる担保は以下のとおりです。
１　国債及び地方債
２　社債その他の有価証券で市長が確実と認めるもの
３　土地
４　建物、立木及び登記されている船舶、飛行機、回転翼航空機、自動車、建設機械で保険に附したもの

　　　（建物の修繕費）　　　　　　　（受領した保険金）　　　　　　 　 （猶予該当事実があったことによる支出又は損失）

５　鉄道財団、工場財団、鉱業財団、軌道財団、運河財団、漁業財団、港湾運送事業財団、道路交通事業財団及び

　この欄には、別添の「財産収支状況書」（又は「収支の明細」）の納付計画に基づき、「納付開始月」、「毎月の納付
日」及び「毎月の納付額」を記載して下さい。

【納付方法】
「納付書」・・・・・・・七尾市指定・収納代理金融機関窓口又は、税務課窓口　※コンビニやスマホ納付はできません。
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